平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名:都市農村交流推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　農政部　農村振興課　農村企画担当　電話番号：058-272-8460
E-mail：c11427@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,300千円（前年度予算額：2,800千円）
	事業内容


	１　事業の内容


本県の変化に富んだ自然環境とそこで営まれている農林漁業を一体的に地域資源と捉え、それらを活用した都市と農村の交流活動を推進するため、「受入体制の充実」と「情報発信力の強化」に取り組み、ぎふグリーン・ツーリズムの受入地域の拡大と質の向上及び都市部からの誘客による交流人口の増加を図る。特に情報発信の一環としてぎふ清流国体・ぎふ清流大会の開催に合わせた誘客活動を行う。
　（１）受入体制の充実
新・食のワークショップの実施
　　料理専門家を交えたワークショップで地域に伝わる郷土食を掘り起こし、

　　技術の伝承と新たなメニュー化を図る。

・岐阜県版グリーン・ツーリズムネットワーク大会の開催
・子ども農山漁村交流プロジェクト受入体制づくりの支援　雇用事業連携
・ぎふ一村一企業パートナーシップ運動の登録推進　雇用事業連携
・岐阜県グリーン・ツーリズム推進連絡会議活動の支援

（２）情報発信力の強化
新・田舎暮らしビジネス創出セミナーの開催

平成21年度から平成23年度までを期間として県内5団体が実施している田舎暮らしビジネス創出支援モデル事業（ふるさと雇用再生特別基金事業）の成果をＰＲし当該事業の拡大を図るとともに農村ビジネスの起業に関する相談会等を開催する。
・メールマガジンの発行と各種メディアとの連携強化
・農林漁業体験施設等と連携した誘客キャンペーンの実施　国体応援
・ガイドブックによる体験施設及び体験プログラムのＰＲ　雇用事業連携
※グリーンツーリズム

農山漁村地域において自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動
	２　所要経費


（１）受入体制の充実（2,456）
・「伝統食」の掘り起こしと活用に向けたワークショップの実施（499）

・県内実践者のレベルアップと誘客につなげるための交流大会の開催（1,236）
・子ども農山漁村交流プロジェクト、ぎふ一村一企業パートナーシップ運動、岐　　　　阜県農林漁業体験施設登録制度等の推進（442）
・岐阜県グリーン・ツーリズム推進連絡会議活動の支援（279）

（２）情報発信力の強化（844）
・田舎暮らしビジネス創出支援モデル事業の成果発表と事業拡大に向けたセミナ　　　　ーの開催（351）
・メールマガジンの発行、体験施設と連携した誘客キャンペーン等の実施（493）
	これまでの取組と成果

	


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を生かした活力づくり
　　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす
・豊かな自然環境や地域資源を生かした交流・体験事業を強化する
	２　これまでの取組状況


平成16年度に市町村と民間団体を構成員とする岐阜県グリーン・ツーリズム推進連絡会議が設立され、以来官民一体となってグリーン・ツーリズムを推進してきた。

県では、ぎふ一村一企業パートナーシップ運動の開始（平成19年）、岐阜県農林漁業体験施設登録制度の創設（平成19年）、メールマガジン「ぎふの田舎へいこう！」通信の創刊（平成20年）、ぎふの田舎へいこう！キャンペーンの開始（平成20年）、また平成21年度以降は雇用対策基金事業を積極的に活用し、都市と農村の交流による農村地域の活性化を目指し取り組んできた。
　
	３　これまでの取組に対する評価


高山市や郡上市は全国有数の実践地域となるとともに、新たな取組地域ができるなど、県内の受入体制は拡大、充実しつつある。また、近年ではマスコミでの取り上げや観光業界との連携も進むなど対外的な反響は大きくなっている。

その結果、県内での農林漁業体験者数は年間約13万人と、5年間で約3.2倍となり、農村地域への交流人口の増加につながっている。

こうした取り組みは中山間地域の活性化に有効であることから、農村地域の実践団体と都市住民や企業等をつなぎ持続性のある交流活動につなげるため、県内受入地域のネットワーク強化やレベルアップだけでなく、県内へのグリーン・ツーリズムでの誘客に向けた情報発信に取り組む。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,800

	要求額
	3,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,300

	1月20日時点査定額
	3,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,300
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